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（４）随意契約の理由の記載 

随意契約は合理的な理由により競争入札に付することが適当でな

いと認められる場合においてその方法によることができる。合理的

な理由の例は財務規程に規定されており、どの例に該当するのかの

判断が非常に重要になってくる。しかしながら、伺い書には財務規

程第 59 条に定められているどの理由に該当すると判断したのかが

明確に示されていないものがある。 

伺い書に書かれているこれらの理由は、財務規程に定められてい

る随意契約が認められるどの理由にも該当しないと考えられる。金

額が 100 万円を超えない場合にあたるとも思われるが、予定価格を

作成していない場合には 100 万円を超えるか否か判断できない。ま

た、いなば園の合併処理槽維持管理業務委託の理由については、間

違っており、随意契約が認められる理由としては乏しいと考えられ

る。【結果】 

（社福）三重

県厚生事業団 
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（６）追加工事理由 

いなば園空調等整備工事 95,420 千円については、平成 18 年 12

月に指名競争入札により締結された 87,570 千円の契約と、平成 19

年 3 月に再度指名競争入札により締結された 7,850 千円の契約が合

算されたものである。追加工事を変更工事とせず再度指名競争入札

に図ったことは評価できるが、追加工事が必要になった「受変電設

備が脆弱であり、増設改修が必要である」との理由について、な

ぜ、当初の見積もり時点で判明しなかったのか疑問である。もし、

当初の見積もり時点で判明しておれば、補正予算を組む必要も指名

競争入札をする必要もなかったと考えられる。【意見】 

（社福）三重

県厚生事業団 
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（１）現金管理 

総勘定元帳の通査を行ったところ、収益事業会計の現金勘定及び

管理運営会計の小口現金勘定につき、平成 19 年 3 月 31 日付におい

て、現金過不足が 47,663 円及び 7,337 円発生しており、その原因

が知りえないためその全額を事業費及び管理費支出の内訳である雑

費として計上していた。 

その発生原因は、収受金のみを仕訳入力し、手持現金の実査と帳

簿との照合を年に期末の１回しか行っていないためであると考えら

れる。 

手持現金と帳簿上の現金の差異を早期に認識し解決させるために

も、保有現金のカウントは毎期末 1回のみ行うのではなく、定期的

に、可能であれば一日 1回行うのが理想であると考えられる。ま

た、現金実査の際には金種表の作成を行った上で帳簿と照合すべき

である。【結果】 

（財)三重こど

もわかもの育

成財団 
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（２）伝票発行 

 三重県立みえこどもの城館内の一部の施設につき、利用料を収受

し、その集計を日々行っており、一日の利用料収入を施設ごとで算

出し日計表にまとめた後、日計表から日ごとの業務日誌に転記を行

い、事務局長までの承認を受ける。 

しかし、業務日誌から直接総勘定元帳への転記を行っているのみ

であり、仕訳伝票を紙ベースで発行保存していなかった（総勘定元

帳上の伝票番号は、入力を行った順番になるだけである。）。仮に

総勘定元帳から不備な項目を見つけ、証拠書類と照合を行おうとす

る場合、この記帳方法では、後の検証作業が困難となるといえる。 

解決策としては、伝票番号で証拠書類と総勘定元帳を関連づける

ように設定しておくのが望ましいと考えられる。なお、支払に関す

（財)三重こど

もわかもの育

成財団 



る証拠書類についても同様であり、仕訳№との照合を図ることがで

きるようにするのがよいと考えられる。【意見】 

７ 

（３）利用料金収入の修正後の誤転記 

 日計表の通査を行ったところ、平成 18 年 7 月 2日の利用料収入

につき、日計表に記録ミスがあったため、日計表には修正が加えら

れていたが、その修正が当該日付の総括表には反映されていなかっ

た。 

 一年を通した累計額でみれば正しい金額となりうるが、日ごとの

総括表単位でみると正確な収受金額を示すことはできない。事後的

な管理に役立たせるために、修正過程を明示することが有用である

と考えられる。修正事項が発生した場合には、当該事項に係る日付

の総括表をもって修正を行うべきである。 

 また、日計表の修正箇所について、修正すべき金額に訂正線（二

重線）を引いて正しい金額を記載しているのみであった。責任の所

在を明確にするために、訂正線とともにその訂正を行った者の印を

求めるなどの対策を行うべきであると考えられる。【意見】 

（財)三重こど

もわかもの育

成財団 
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（５）実地棚卸の実施 

ショップの在庫の実地棚卸は毎月実施されている。ただし、一部

の商品については、実地棚卸時に現物が発見されなかったため、現

物の数量チェックを行わないまま、数年間にわたり帳簿上の数量を

実地在庫数量として計上している。 

具体的には、「漫画アート」について、実地棚卸時に現物が発見

されなかったため、数年間にわたり現物の数量チェックが行われな

いまま、帳簿上の数量が実地在庫数量として計上されていた。 

実地棚卸の際に、リスト上在庫があるにも関わらず現物がない場

合、その分析を行ったうえで、実際有高をもって計上し、帳簿上数

量との差額は、正味財産増減計算書上、棚卸減耗費等の科目をもっ

て計上するべきである。 

また、実地棚卸実施時に行方不明品が出ることがないよう、物品

と保管場所を結びつけるようなリストを作成するなどして、商品管

理を徹底させるべきであるといえる。【結果】 

（財)三重こど

もわかもの育

成財団 

９ 

（７）契約保証金の徴収 

業務委託契約を締結した業者のなかに、契約保証金を徴収してい

る業者と徴収していない業者とが存在している。 

事業団は県の外郭団体であるから、契約は三重県会計規則の規定

を参考にすべきであり、契約保証金を徴収するのかしないのかとい

う基準が不明確であることは適切でないと考える。また、事業団に

おいては他の団体よりも契約金額が相対的に多額であるという事情

があるので、よりその影響は大きなものとなる。 

そもそも契約保証金は、これを納付させることによって、契約相

手方の契約上の義務の完全な履行を促進させるとともに、将来、契

約の相手方が契約上の義務を履行しない場合に、事業団の被る損害

の補填を容易にしようとするものであるから、契約保証金を要する

かどうかについては、県の建設工事等と同様に明確な根拠に基づい

て決定する必要がある。【結果】 

(財)三重県環

境保全事業団 
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（８）滞留未収金の請求方法 

事業団においては滞留未収金に対して回収に努めており、毎月未

収額全額の請求書を発行して回収を行っているが、先方の支払い能

力等の事情により一度に全額の支払いを受けることができず、隔月

で一部入金されるケースがある。もし、分割支払いを認めるのであ

（財)三重県環

境保全事業団 



れば、正式に分割契約書あるいは覚書を締結し、契約どおりに支払

いを受けるべきである。 

分割契約書を締結することにより、相手の支払い能力を評価する

ことが可能になるとともに、滞留未収金の回収可能性が客観的に判

断されるメリットも生じることになると考えられる。 

なお、大部分が 100 万円未満の少額であり、回収の強化が必要で

ある。また、一部の相手先については、本来請求権が発生していな

いにもかかわらず、誤って売上計上を行っていたので平成 18 年度

決算で売上の取消を行っているが、取消処理は売上計上年度内に行

う必要がある。【結果】 
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（２）商品棚卸 

買取商品については、破損や盗難の管理を含めて、年2回棚卸を

しているとのことであり、棚卸一覧表を実際に閲覧したところ、棚

卸数がマイナスとなっているもの等が見受けられ、棚卸は実施して

いるものの適切な棚卸手続が実施されていないものが一部見受けら

れた。その主な内容としては、特別割引品、しめ縄、金山物産展へ

の出品物であるが、特に長期間マイナスとなっているものとして、

しめ縄があり、平成17年12月以前からマイナスとなっているもので

ある。 

帳簿在庫数がマイナスとなっている理由として、入庫した時点に

おいてシステムに適時に入力がなされていないことが挙げられる

が、これは入庫した際の処理手続がシステム導入間もないこともあ

りマニュアル化されていなかったことによるものである。今後は、

入庫した際の処理手続をマニュアル化すると共に、入庫した時点に

おいてシステムに適時に入力し、適切な在庫管理に努めるべきであ

る。 

なお、手数料収入で計上される委託販売については、棚卸表を作

成して委託業者に送り、それを委託業者が把握しているあるべき在

庫と突き合わせるか、あるいは委託業者自らが棚卸を行い、商品管

理に努める必要がある。【結果】 

（財）三重北

勢地域地場産

業振興センタ

ー 
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（６）掛売りの売上計上時期 

官公庁等に対して掛売りがあるが、掛売りのほとんどが委託商品

のため入金時に売上計上している。また、販売先への納品時におい

て、一部の物品受領書に受領者の証票を得ていないものがあった。 

売上計上時期は財又は役務の提供があった時点でなされる必要が

あるため、入金時に売上計上するのではなく、商品を納品した時点

で売上計上し、商品在庫から減じる必要がある。また、販売先への

納品の事実の根拠を明確にするため、全ての物品受領書に受領者の

印鑑やサインを得る必要がある。【結果】 

（財）三重北

勢地域地場産

業振興センタ

ー 
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（７）売上にかかる振替伝票の適時起票 

金山総合駅イベント広場で行われた三重県北勢地域の地場産品フ

ェアに関して、平成 18 年 5 月 8日から 9日までの売上金 341 千円

が平成 18 年 5 月 18 日に、平成 18 年 11 月 2 日から 3日までの売上

金 560 千円が平成 18 年 11 月 13 日に振替伝票が起票されていた。 

売上の事実を的確に把握するため、振替伝票は速やかに起票する

必要がある。【結果】 

（財）三重北

勢地域地場産

業振興センタ

ー 
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（８）領収証の形式の統一 

現在使用している領収証は形式が統一されておらず、連番も振ら

れていない。 

不正等を予防するためにも領収書の形式を統一し、領収証発行時

（財）三重北

勢地域地場産

業振興センタ

ー 



においては連番を振り発行管理に努める必要がある。【結果】 

15 

（３）使用済み領収書の管理 

 代位弁済後の求償権回収にあたり、管理課の担当者が求償権債務

者等から直接現金等を回収する場合がある。その場合、回収時に団

体専用領収書を作成し発行することになっているが、使用済み領収

書を通査したところ書き損じの領収書や白紙の領収書があるものの

無効処理がなされておらず、再度使用可能なものが散見された。 

 使用済み領収書について一部に使用可能な状態のものがある場合

には、団体にとって正規でない領収書が発行され不適正使用が行わ

れる可能性があり、また回収が団体の収支に反映されないことにな

る危険性もあることから、書き損じ等の領収書については、再度使

用ができないように完全に無効処理を実施する必要がある。【結

果】 

三重県信用保

証協会 
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（２）投資有価証券の担保差入 
公社は、保有する投資有価証券を担保とした当座借越契約をＡ銀

行、Ｂ銀行及びＣ銀行と締結している。 
このうち、Ｂ銀行及びＣ銀行からは、担保差入時に担保預り証を受

領していたが、Ａ銀行からは、担保預り証を受領していなかった。

年度末においては、残高証明書を各銀行から入手することにより残

高を確認していたが担保差入時には担保預り証を必ず受領すること

を徹底すべきである。 
また、重要な資産を担保として提供しているにもかかわらず、い

ずれの場合も理事会への報告がなされていなかった。担保差入時に

は必ず理事会に報告すべきである。さらに、財務諸表において、担

保に供している資産の注記がされていなかった。企業会計原則に

は、債務の担保に供している資産は貸借対照表に注記しなければな

らない、とあることから、担保に供している資産を貸借対照表に注

記すべきである。【結果】 

三重県道路公

社 

17 

（６）県証紙の支出手続 

 野積場の使用料については、野積場占用者本人自らが三重県港湾

施設管理条例により三重県証紙を申請書に添付して納付することに

なっているが、現在、本人から財団への納付後に財団事務局側が日

単位で県証紙を購入した上で、証紙を添付し納付している形式を取

っている。その県証紙購入の為の支出の際において、支出伺を起票

しておらず、振替伝票のみで処理している。 

 振替伝票は仕訳を起票するためのものであり、それ自体は現金支

出の承認を行うものではないため、支出承認が曖昧になってしま

う。また、証紙の支出額自体も財団の規模からは多額と考えられ

る。 

 従来は支出伺を取っていたが、簡略化のために上記の扱いに変更

している状況にあるが、少なくとも振替伝票に支出に関する伺文を

記載する等、支出行為に関する承認を明確にすべきである。【結

果】 

（財)伊勢湾海

洋スポーツセ

ンター 
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（８）回数券の様式 

 利用者は、クレーンについて専用使用艇及びその他の艇の区分ご

とに 5回分の料金代により 6回分の回数使用券を購入できる事とな

っている。利用時には、回数使用券を切り取ることにより、利用料

金の支払に充当できることになっている。  

この利用券については、県条例により標準仕様が定められてお

り、現状においては最上段部分に発券連番が附されているものの 5

（財）伊勢湾

海洋スポーツ

センター 





実在性等を確かめるため、毎期定期的に固定資産の設置場所や当該

固定資産が使用可能か否かをチェックする必要がある。 

なお、三重県から貸出を受けている財産は、受託者としてその管

理は徹底をするべきであり、財団保有の自己財産についても、設置

されている場所を記録することは管理上有用であると考えられる。 

また、固定資産の計上基準が規定されていないため、資産管理が

不十分である。固定資産台帳を通査したところ、取得価額 2,400 円

の資産についても固定資産として計上されていた。固定資産として

ではなくその期の費用とすべき場合もあり、すべてを固定資産とし

て計上することで、事務処理が煩雑となってしまうおそれがある。

また、固定資産とするかその期の費用とするかを基準なく振り分け

るとすると、その選択について恣意性が入り込む余地が生ずること

となり、管理上問題があるため、県の物品会計を参考にして、固定

資産の計上基準を設けるべきである。【結果】 

４ 

（９）児童青少年事業会計 

児童青少年事業会計については、前身である社団法人三重県青少

年育成県民会議から継承した事業と資産を区別するためのものであ

るが、同会計において運用財産取崩収入が毎期約 10,000 千円程度

計上されており、このまま推移すれば継承時からの運用財産である

有価証券等が約 10 年程度で消滅する状況にある。 

取崩部分は当初設立時の民間募金相当であり、財団への受入時に

運用財産として事業に使用して還元していくことが了解されている

とのことではあるものの、運用財産の消滅時における青少年育成事

業のあり方及びその財源について検討する必要がある。【意見】 

（財）三重こ

どもわかもの

育成財団 

５ 

（１）借入限度額の承認手続 

借入金については財務規程において、理事長が毎年度、借入金の

最高限度額について、理事会の承認を得なければならない旨が規定

されている。しかしながら、環境保全事業団においては借入限度額

についての理事会の承認がなされていない。 

借入金は将来のキャッシュ・フローを返済原資としているため、

キャッシュ・フロー計画に沿って年間の借入限度額を設定する必要

がある。将来キャッシュ・フローを無視した無制限な借入を認める

と、返済不能な状態に陥る危険性が高くなり、それを避けるために

理事会の承認事項としたものである。 

事業団の将来キャッシュ・フローからは一体いくらまで借入が可

能なのか。絶えずそのことを吟味しながら、年間の借入限度額を決

定し単独の議案として理事会の承認を得る必要がある。【結果】 

（財）三重県

環境保全事業

団 

６ 

（３）小山最終処分場の埋立管理費等（長期未払費用の見直し） 

事業に必要な埋立管理費及びそれに関連する委託費を見積もって

長期未払費用に計上しているが、その見積もりは 10 年に一度実施

されており毎年実施されていない。最近では平成 10 年度に見積も

りが実施されており、次回の見直しは平成 20 年度とのことであ

る。確かに、見直作業には経費がかかるものの小山最終処分場にお

いて最も重要な経費の見積もりが 10 年に一度でいいとは言えな

い。 

将来発生が予想される埋立管理費及びそれに関連する委託費の見

積もりは毎年実行すべきである。毎年資金を投じて再見積しなけれ

ばならないということではなく、たとえ前年の算定金額とまったく

変わらない結果が予想されるとしても、その金額でよいか否かの吟

味あるいは判断は毎年実施すべきである。【結果】 

（財）三重県

環境保全事業

団 



７ 

（５）小山最終処分場の買取代金 

小山最終処分場にかかる将来の経費支出に関しては、埋立管理費

や委託費の発生を予想しているが、処分場の買取代金は含められて

いない。確かに、当該処分場は賃貸借契約であり、賃借期間終了後

に地主から土地を買い取ることは契約書には明記されていない。ま

た、たとえ買い取ったとしても土地は資産として計上され経費には

ならない。したがって、将来の支出額に含めないことも妥当と考え

られるが、最終的に買取が行われることが決定し、その後土地の価

値が購入価額から大幅に下がった場合には、発生を見込んでいなか

った経費が突然発生したのと同様の事態となる。 

法的形式にとらわれず実質的な判断を行った結果、将来経費が発

生することが合理的に予想されるならば、買取代金も将来支出経費

に含めるべきである。【結果】 

（財）三重県

環境保全事業

団 

８ 

（６）指名審査会 

 建設工事等に係る指名競争入札及び随意契約に参加するものの指

名については指名審査会において協議され、協議結果については指

名業者協議結果書によって主管事業課担当者に通知されるが、協議

状況について記録としての書類の不備があった。 

審査会は、指名競争入札参加者の選定及び随意契約の場合の相手

方の選定について、厳正かつ公平に指名することが求められている

以上、協議結果に至った過程や出席者を記録として残し、公平性や

透明性を確保する必要がある。【結果】 

（財）三重県

環境保全事業

団 

９ 

（１）長期保有農地の処分計画と実績について（強化基金特別会

計） 

財団は、平成 17 年度から平成 21 年度までの 5ヵ年の中期計画を

策定しているが、保有農地の処分計画では、長期保有農地

（35.7ha）について、平成 17 年度から平成 21 年度の 5年間で処分

することとされており、売渡基準価格と早期処分価格という 2つの

価格を定めていた。 

長期保有農地の実際の売渡価格は、取得価額が基準とされるので

はなく、売却時にあらためて売渡基準価格を算定し、これを基準と

して、買受希望者との間での価格交渉を経て、常勤役員の決裁によ

り、決められている。農地保有合理化事業実施規程の 11 条 1 項の

売渡価格の原則は、農用地の取得価格に当該農用地等に係る本事業

の経費を加えた額であるが、長期保有農地については、この原則ど

おりの売却は極めて困難な状況にあるといえる。 

 農地保有合理化事業実施規程第 11 条第 1項の売渡価格について

の条文には、例外的な売渡価格とするための要件、例外に該当する

場合の売渡価格、例外的な売渡価格とする場合にとるべき財団内部

の手続について何ら規定されていないが、長期保有農地の処分は、

財団にとって重要な課題であるうえ、平成 18 年度においては、農

地の売渡収入全体のうちに長期保有農地の売渡収入が占める割合は

39.2％にものぼるので、これらについて農地保有合理化事業実施規

程において定める必要がある。 

また、農用地買入資金は，農地保有合理化事業における農地の買

入資金のための借入であるから、農地売渡収益により返済されるべ

きものであるが、平成 18 年度末における農用地買入資金借入金残

高 456,359 千円のうち 148,000 千円については財団の定期預金を担

保に供しているため、実質的な借入金残高は 308,359 千円である。

この金額であれば、売渡しの目処の立っている農地 361,513 千円を

（財）三重県

農林水産支援

センター 



売却すれば返済が可能と考えられるので、長期保有農地の例外的な

価格については、財団の農地保有合理化事業の目的である農業経営

の規模拡大・農地の集団化の促進に照らして、売渡基準価格が基礎

とされなければならないものと考える。【結果】 

10 

（８）真珠災害資金事業 

真珠災害資金事業について財団が受ける補助金について、三重県

からの補助金については真珠養殖業特別災害資金融通事業補助金交

付要綱に規定されているが、他方で、財団が支払う基金について

は、財団と真珠養殖漁業協同組合等との間で締結される基金交付契

約書に規定されている。 

真珠災害資金事業では当初貸倒見込率 10％を超える貸倒れは生じ

なかったことから、実際に財団が今後受領した補助金を超えて基金

を交付することは今後も生じないものと考えられる。 

しかし、上記の補助金交付要綱及び基金交付契約書の条項の文言

を読めば、もし仮に 10％を超えて貸倒れが生じた場合には、財団の

負担となったと読むのが素直であると考える。 

 したがって、もし仮に 10％を超えて貸倒れが生じた場合にも、財

団の負担がないのだとすれば、今後同様の事業が行われる場合に

は、当該予定貸倒見込率を超えて貸倒が生じた場合の負担につい

て、協定書等の書面で明確にしておくべきである。【意見】 

（財）三重県

農林水産支援

センター 
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（１）財団法人三重県産業支援センターの賃料 

財団法人三重県産業支援センター、四日市商工会議所とも規準使用

料を下回る賃料設定であり、特に財団法人三重県産業支援センター

については、その乖離率が高くなっている。 

 この理由は、第２次産業の集積地である北勢地域振興のための拠

点づくりが必要であった財団法人三重県産業支援センターと、財団

法人三重北勢地域地場産業振興センターにおいても産業振興の拠点

施設として、より公共性を高めるべく関連機関の集積と連携をさら

に図っていく必要もあり、両者の施策上の方向性が一致し、共益費

相当額での契約が妥当とされたためである。 

 しかし一方で、財団法人三重県産業支援センターは、他の入居者

と同じく一固有の団体であり、賃料設定における公平性・透明性

や、財団法人三重北勢地域地場産業振興センターの独立採算による

自立化の推進も必要であることから、今後は、規準に沿った賃料設

定とすることが望ましい。【意見】 

（財）三重北

勢地域地場産

業振興センタ

ー 

12 

（３）破損や盗難があった場合の損失負担 

委託販売の場合、原則として、商品の在庫責任は委託業者にあ

る。しかし、三重北勢地域地場産業振興センターにおいては、高額

な商品（萬古焼等）の破損や盗難があった場合、委託商品でも応分

の損失負担をすることがあった。これらの場合の負担区分について

明確に取り決めておく必要がある。 

現在、商品の破損があった場合には日報に記載しているが、破損

伝票等はなく今後は作成していく必要がある。盗難による損失は、

その時点では分からないため日報に記載する必要はないが、商品棚

卸を実施した時点でその事実を確認し、破損伝票等を作成する必要

がある。ただし、盗難の場合は、警察へ盗難届けを出して保険請求

を行うが、保険には免責がないため三重北勢地域地場産業振興セン

ターに実質的な損失負担はない。【結果】 

（財）三重北

勢地域地場産

業振興センタ

ー 

13 
（５）盗難に対処するための売場配置 

2 年程前に 1階名品館の売場配置を変えているが、展示が主で販

（財）三重北

勢地域地場産



売は従であるとの考えもあり、配置上買取商品について一部盗難が

発生する可能性が高いと思われるスペースも見受けられ、実際盗難

も発生している。しかし、近年では財団運営上自主財源の確保も重

要なことで展示のみに主眼を置いているわけにもいかず、また、特

に盗難は萬古焼という比較的高額なものが多いため、萬古焼を中心

として商品管理が十分できるような売り場の配置を検討する必要が

ある。【意見】 

業振興センタ

ー 
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（１）特別審査会における議事録の未作成 

適正保証の推進を図りつつ、新たな経済施策による特別な保証制

度にも的確に対応し、また直接融資として制度化された特定社債保

証等、高度な保証判断を要する案件については、決裁規程第 5条の

保証承諾専決にかかわらず、特別審査会を開催し、協議の上取扱う

ものとされている。しかし、特別審査会の実施に関して、議事録の

作成が行われておらず、どのような内容の審査が実施されどのよう

に判断されたのか明確になっていない。 

高度な保証判断を要する案件に対しては、決裁規程の専決とは別

に協議する必要があるとして特別審査会が設けられた趣旨からする

と、議事録の作成がなされていないことは、審査の状況及び判断の

過程が事後的に説明できないことから保証審査の事務が不十分とみ

なされてもやむを得ない。 

特別審査会に付議された案件については、網羅性の観点から受付

番号を付した管理台帳を作成するとともに、具体的な案件の内容、

審査会で出た意見、最終的な判断等を記載して議事録として残して

おく必要がある。また、特別審査会で承認を受けた場合には、保証

稟議書に特別審査会付議番号を記載しておくことも検討する必要が

ある。【結果】 

三重県信用保

証協会 
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（２）保証承諾の決裁者 

 保証承諾の決裁権限表によると、保証残高が同額であっても有担

保無担保併用の場合と無担保の場合では決裁者が異なっているが、

いくら有担保であってもその評価額が低い場合には、実質的に無担

保であるのと変わらないケースも考えられる。したがって、単純に

担保の有無で決裁権者を分けることは、決裁権限表がリスクを反映

したものにならない恐れがあるのでないかと考えられるため、決裁

権限表を見直す必要がある。 

 また、保証残高が既往実績内にある場合、決裁者が１ランク下が

ることになっているが、過去に事故がないからといって将来も事故

が発生しないとは言えず、協会としてのリスクは保証先の現状の財

務状況と保証残高に基づくものであるから、既往実績内にあるとい

うことで決裁者を 1ランク下げることは危険であると考えられる。

決裁時点のリスクに基づいて決裁者を決めるべきである。【意見】 

三重県信用保

証協会 
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（４）信用保証料の過収及び未収 

 平成 18 年 4 月 1日から信用保証料率の弾力化の導入により、中

小企業者の経営状況を考慮した信用保証料率が適用されているが、

平成 19 年 4 月 25 日付けの団体ホームページにおいても記載のある

とおり、信用保証料率の算定において誤った事務処理があった。こ

れにより、信用保証料の過収及び未収が発生し、過収分については

信用保証料の一部を返還している。原因としては、リスク対応型保

証料への変更時のシステム不具合の発生と保証料率の適用時の料率

誤りであるが、システム修正時における手順書を設定した上で、シ

ステム修正までの報告体制を明確にすると同時に、人的な原因部分

三重県信用保

証協会 



については保証料率の入力時の確認作業を再度実施する等のマニュ

アルによる事務処理の正確性を図ることが望まれる。【意見】 

17 

（５）保証料率決定における不健全資産の取扱い 

特定社債保証申込書類及び保証稟議書を通査したところ、保証先

の財務分析資料で担当者が個別に不健全資産を把握しているにもか

かわらず、それが保証料率決定に活用されていなかった。 

保証料率については、社団法人全国信用保証協会連合会が作成し

た「信用保証料率ガイドライン」に定められた基準料率に、個別の

中小企業者の定性要因等を加味して決定される。基準料率は中小企

業信用リスク情報データベース（ＣＲＤ）に決算数値を入力するこ

とによって評点が自動計算され、その評点に基づいて決定される。 

信用保証協会は、全国統一のルールに従い、保証先から入手した

決算数値を表面財務として基本的にはそのままＣＲＤに入力して保

証料率を決定している。また、ＣＲＤはそもそも、表面財務からデ

フォルト率を算出するプログラムであり、現状においては、表面財

務で入力することが適切な処理といえる。しかし、中小企業に適切

な経理処理を指導する観点から、審査の過程で重要な不健全資産を

発見した場合は、それを反映することを検討すべきである。【意

見】 

三重県信用保

証協会 
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（６）保証料率決定における会計専門家の利用 

保証先の決算書が中小企業に関する会計基準に準拠しているか否

かを確認する書類（チェック項目表）が公認会計士、税理士等の会

計専門家から信用保証協会に提出されると保証料率は 0.1％減額さ

れる。しかし、チェック項目表のすべての項目が該当していないに

もかかわらず、保証料率が減額されているケースがあった。 

これは、平成 18 年 5 月、中小企業会計割引の取り扱いに伴い、

全国統一のルールに従い割引かれたものであり信用保証協会は適切

に処理をしているが、「中小企業の会計の質を向上させるため指針

の普及を行う。」という目的に照らし合わせると、チェック項目表

のすべての項目が該当していない場合には、保証料率が減額されな

いことも検討すべきである。 

ただ、この点に関しては、平成 19 年 4 月の改正により、最低で

も 1項目以上の会計処理がされていることが必要となり、また、信

用保証協会は引続き確認項目の真偽を確認する義務はないものの、

協会の判断において割引かないことも可能となった。【意見】 

三重県信用保

証協会 
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（１）求償権償却基準の運用 

求償権償却基準では、求償権の回収実績がなくなってから 3年を

経過し、経済的再建の見込みがない場合には求償権を償却できると

しているが、この基準に合致しているにもかかわらず未償却のもの

がある。 

代位弁済後の求償権に対しては当然に回収促進を図るべきもの

の、明らかに回収が困難なものに対しても一律に回収事務を行うこ

とは、回収事務の効率性の観点からは望ましくない。 

求償権償却基準に合致するものは規則的に償却することを検討す

る必要がある。【結果】 

三重県漁業信

用基金協会 
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（２）償却後求償権の取扱い 

求償権については、現在は求償権償却実施後であっても帳簿外で

管理をしている。 

現在の法制度では求償権償却を実施した場合であっても漁業信用

基金協会として債権放棄はできず、三重県漁業信用基金協会におい

三重県漁業信

用基金協会 



ても簿外の求償権残高が管理されている状況にある。そして、それ

らの求償権残高の中には、償却後相当期間が経過しており、債務者

たる会社が法的に消滅しているケースや債務者が死亡しているケー

ス等が考えられる。 

県等の租税債権については、公法上の債権として 5年間経過した

場合には絶対時効が適用される等の手当てがあるのに対し、このよ

うに管理し得ない残高が残り続けることは、中小漁業融資保証制度

が今後においても長期的に存続することを前提とした場合には、事

務管理コストの増大につながるおそれがある。 

求償権償却後の管理及び整理方法について、管理事務停止基準ど

おりに規則的に行うためにサービサーの利用も検討する必要があ

る。【結果】 

21 

（３）長期延滞債権の扱い 

延滞が発生してから 3年経過しているものについて関係書類を通

査したところ、代位弁済に至っていないもので当初から 1回も返済

されていないものがあった。 

 債務者への対応については、協会の職員数が少ないこともあり、

融資実行先である金融機関が中心となって状況把握を行っている。

このことから、協会独自の取組みが明確に行われず、回収管理が不

十分となるおそれがある。また、このような保証承諾残高は、延滞

発生後代位弁済に至る期間としての正常期間を大幅に超過してお

り、損失発生の可能性が高い。 

少なくとも 1回目から返済が遅延している先に対しては、保証審

査が十分に行われていたか疑問もあり、金融機関からの報告に関し

て当該事例の延滞理由やその解消方法の記載を徹底させる必要があ

る。【結果】 

三重県漁業信

用基金協会 
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（４）人的担保 

漁業においては、融資金の回収原資として数年後の水揚げに依存

しているケースがあるとともに、総じて不動産の物的担保価値が少

ない状況にあることから、保証承諾実行に当たっては、担保保全と

して人的担保によるものが多く、中には 10 名以上の保証人を付け

ているものも見受けられる。 

このように保証人を多数付けることで担保保全は強化されること

になるが、一方で代位弁済後の求償権を償却することとなった場合

には、全ての保証人に対して償却基準を満たしているか判断しなけ

ればならず、三重県漁業信用基金協会の事務が煩雑になっているこ

とも否定できない。最小限の人員で最大の効果を挙げるためにも人

的担保のあり方について金融機関と議論する必要があると考えられ

る。【意見】 

三重県漁業信

用基金協会 
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（５）漁協に対する保証承諾  

保証債務残高の上位債務者は漁業協同組合(以下、「漁協」とい

う。）である。 

漁協は、漁業者の協同組織として、各種事業の実施から水産業の

振興や漁業権の管理を中心とした資源や漁場の管理、水産業を核と

する漁業地域の活性化の役割を期待されてきた。しかしながら、一

部の漁協においては水産資源や漁業生産量の減少及び魚価の低迷等

の問題に加え、現在の燃油価格の高騰等から漁業者の経営ひいては

経済事業運営がますます悪化してきている。 

 このような経済環境のなかで、三重県漁業信用基金協会において

は、上記再編に関し、不良債権等の固定化資金の保証でなく、経済

三重県漁業信

用基金協会 



事業資金(組合事業の販購買事業資金）に対し保証承諾を実施し、

実質的に支援している。保証対象漁協及び経済事業資金は増加傾向

にある。 

5 漁協の財務内容を分析すると、過去における信用事業による不

良債権発生や漁業者等の従事者の減少の中で、固定化債権や経済事

業未収金の毀損が発生しており、表面財務諸表上債務超過となって

いる漁協もある。また経営改善計画のもとで現在国からの整備資金

融資や利子補給により存続している状況にあるものの、経済事業の

縮小により平成 19 年度以降の返済財源が十分でないと判断される

漁協も見受けられる。 

漁協自身では産地での新たな市場の開拓や共同出荷体制の構築、

付加価値強化の直販体制の構築等さまざまな事業施策に取組んでお

り、経営改善が期待されるが、役員兼務の問題もあることから引き

続き保証承諾実行時におけるコンプライアンスに留意することが求

められる。【意見】 
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（１）明星工業団地予定用地 

明星工業団地予定用地（以下、予定用地という）は、三重県の中

南勢総合開発構想により県住宅供給公社が昭和 46 年に企業従業員

等の住宅用地として取得したが、その後構想が頓挫し、長期保有土

地となっていた。三重県の要請により、昭和 63 年に工業団地開発

を目的として土地開発公社に有償移管がなされ、平成 9年度以降、

県、地元市町、公社による「大仏山地域連絡協議会」及び、「大仏

山地域検討委員会」等で土地の利活用について協議を重ねている。 

しかし、採算性及び、保安林、未買収地の混在、埋蔵文化財等の

開発面から工業団地開発は困難な状況となっている。 

このような状況のなかで、要綱の改訂により当該予定用地が強制

評価減の対象となったことをうけて鑑定評価がなされた。時価を算

定した結果、時価が簿価を著しく下回り、平成 17 年度において強

制評価減を実施している。 

また、予定用地が有償移管されたものの、住宅供給公社に対する

借入金 1,250,769 千円（無利息、借入期間昭和 63 年 3 月 29 日から

平成 22 年 3 月 26 日まで）は、当該予定用地が売却できずに長期保

有状態となっていることから、当初の金額のまま現在も残ってお

り、返済期限も同条件で過去 2回延長されている。 

借入金が無利息であるのは、県の政策方針により住宅供給公社か

ら土地開発公社へ当該予定用地を移管する際に、すでに長期保有状

態であった当該予定用地の簿価を抑制し土地の有効活用を促進する

為であるが、一般的に返済期限が延長された場合には、返済条件が

以前よりも厳しくなるのが通例の取引である。因みに、貸し手であ

る住宅供給公社においては、平成 17 年度の決算から、土地開発公

社への貸付金に対して貸倒引当金を 996,419 千円設定している。 

当該予定用地が要綱の改訂により強制評価減の対象となり、実勢

価格で評価されたのを機に、当該予定用地の今後の利活用について

は減損後の 256,927 千円をベースに議論すべきであり、また借入金

の返済方法及び無利息の是否についても検討する必要があると考え

られる。 

なお、平成 18 年度においては、時価評価がなされていないが、鑑

定評価は一定の条件に基づいて実施されているため、評価に影響を

与えるような事象又は状況の変化が生じた場合には鑑定評価額が変

わる可能性がある。また、民間企業における販売用不動産等に対し

三重県土地開

発公社 



て適用される会計基準である「販売用不動産等の強制評価減の要否

の判断に関する監査上の取扱い（監査委員会報告第 69 号）」にお

いて、時価評価の実施の頻度としては、「財務情報の適切な開示の

必要性に鑑み、1事業年度に最低 1回は実施する必要がある」とさ

れており、明星工業団地についても定期的な時価評価の実施が必要

である。【結果】 
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（２）ニューファクトリーひさい工業団地 

ニューファクトリーひさい工業団地は、久居市（現在の津市）に

開発面積 93.9ｈa（分譲面積 46.9ｈa、全 6区画）、総事業費 170

億円、事業期間平成 6年度から平成 12 年度までのプロジェクトと

して三重県、久居市（現在の津市）及び三重県土地開発公社（以

下、公社という）の三者協議により、平成 6年 3月に事業化の決定

がなされた。公社は、用地の取得及び造成工事を、三重県及び津市

は、分譲（企業誘致）活動を行う役割分担のもと事業を実施してお

り、平成 19 年 3 月末現在、3区画 25.7ha が分譲済であり、残り 3

区画 21.2ha（簿価 3,011,658 千円）が未分譲となっている。また、

公社は三重県に対して 2,300,000 千円の借入金残高がある。 

公社は、未分譲地を売却するため、今後必要となる諸経費の増大

に備えて、過年度の売却収益より発生した期間利益約 667 百万円を

工業団地精算引当金として計上している。当該引当金の取扱い等に

ついては三者間で必ずしも文書等で明確になっていないことから、

早期に明確にする必要がある。【意見】 

三重県土地開

発公社 
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（３）第二名神自動車道用地 
第二名神自動車道用地については、平成 9年 7月に都市計画道路第

二名神自動車道（近畿自動車道名古屋神戸線）起業予定地に対し土

地買取希望申出書が出され、日本道路公団が施行する近畿自動車道

名古屋神戸線の起業地に充てるため、三重県土木部公共事業用地等

先行取得資金貸付金による高速自動車国道事業用地等の先行取得と

して三重県土地開発公社が取得した。 

 高速自動車国道事業用地等の先行取得に関する基本協定書第 9条

には、三重県土地開発公社が取得した事業用地を日本道路公団が 3

年以内に再取得するものとし、三重県において調整を図る、とある

が、日本道路公団の地元設計協議等の遅れから再取得が平成 15 年

度となる旨が平成 13 年 2 月に三重県から報告された。 

 平成 16 年 11 月に、日本道路公団が民営化による新会社設立が遅

れていることにより、国土交通省による新会社への事業施行命令等

も遅れており、当該土地の再取得期限について、再度平成 18 年度

までの延期が三重県から報告された。 

 その後、平成 17 年 10 月に日本道路公団が民営化され新会社が発

足し、平成 18 年 2 月に、第二名神自動車道を中日本高速道路株式

会社において建設することが決定された。また、平成 18 年 3 月

に、当該土地を含む四日市北ＪＣＴから菰野ＩＣ間については平成

30 年度の完成と明示され、当該土地の再取得期限について再度平成

21 年度となる旨が平成 19 年 3 月に三重県から報告された。 

 平成 19 年 3 月の三重県からの報告によると、現在関係機関と設

計協議を進めており、平成 19 年度は公図混乱箇所の地図訂正、平

成 20 年度は用地測量を行い、平成 21 年度からは一部用地買収を進

めていく予定となっているため、三重県土地開発公社は保有してい

る土地の再取得について三重県及び中日本高速道路株式会社に要請

する必要がある。【意見】 

三重県土地開

発公社 











似することになる。【結果】 

４ 

（４）貸倒引当金の会計処理 

 財団は、就農支援貸付債権について、補助金収入 555 千円を特定

資産とし、同額を貸倒引当金として繰り入れているが、他の貸付債

権及び事業未収金については貸倒引当金は計上していない。 

 計上する引当金額については、財団の過去 3年の貸倒実績はない

ので、一般債権については必ずしも貸倒引当金の計上の必要がある

とは言えないが、貸倒懸念債権については個別に債務者の財政状態

などを考慮して貸倒見積高を算定する必要があると考える。 

また、貸倒引当金の計上基準についての注記はされていない。 

 貸倒引当金については、会計基準に準拠した計上基準を定め、引

当金の計上基準は重要な会計方針として財務諸表に注記するべきで

ある。【結果】 

（財）三重県

農林水産支援

センター 
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（５）賞与引当金の会計処理 

 財団は賞与引当金の計上は行っていない。 

しかし、正規職員の期末・勤勉手当は、6月 1日及び 12 月 1 日

（以下において「基準日」という。）に、それぞれ在職する職員に

対して、基準日以前 6月以内の期間におけるその者の勤務成績に応

じて、6月 30 日及び 12 月 10 日に支給する、とされている。 

したがって、平成 19 年 6 月 30 日に支給した期末・勤勉手当

16,322 千円のうち、平成 18 年 12 月 1 日から平成 19 年 3 月 31 日ま

での期間に相当する金額 10,881 千円は、平成 18 年度に発生した費

用であり、賞与引当金として計上すべきである。【結果】 

（財）三重県

農林水産支援

センター 

６ 

（４）商品勘定計上 

平成19年3月31日時点で、買取商品としてローソク243千円（売

価）及び乳製品10千円（売価）の在庫があった。しかし、当該買取

商品は少額であるからという理由により、商品勘定として資産計上

されておらず、直接、販売収入原価となっている。そのため、貸借

対照表上においては過少な資産と、正味財産増減計算書上において

は過少な正味財産期末残高となっている。 

「寄附行為 第2章 資産及び会計 第5条 資産の構成」におい

ては以下のとおり規定されている。 

この法人の資産は、次に掲げるものをもって構成する。 

①現金②預金③有価証券④未収金⑤土地⑥建物⑦備品⑧消耗品⑨

その他 

「寄附行為 第2章 資産及び会計 第5条 資産の構成」を見る

と、商品が含まれておらず、そのためもあって商品勘定として資産

計上されていない結果となっている。 

財団法人三重北勢地域地場産業振興センターは、地場産品への理

解・普及を図るため委託販売方式を導入し販売しているが、近年で

は自主財源の確保を図るため買取方式が増加している状況にある。

このことから、買取商品を含めた商品の管理が重要になってきてお

り、買取商品の在庫については、寄附行為に定める「⑨その他」に

含まれる資産として、原価に直したうえで貸借対照表上商品勘定に

計上すべきである。【結果】 

（財）三重北

勢地域地場産

業振興センタ

ー 

７ 

（４）減損損失 

平成 17 年度より公社に対して減損会計が適用されることにな

り、平成 18 年度において、減損損失として公有地取得事業に係る

用地取得システムソフト 3,257 千円を計上している。 

これは、公有地取得事業が前期及び当期において「損失」を計上

三重県土地開

発公社 



したことから減損の兆候に当たり、当該事業に係る固定資産である

用地取得システムソフトについて減損損失を計上したものである。

ただ、この場合の公有地取得事業の「損失」は、損益計算書上の販

売費及び一般管理費を控除する前の事業総損益を事業別に分類した

場合の損失となっており、販売費及び一般管理費等の共通費を配賦

する前の損失である。 

「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」において、減損の兆候にあたる場合のひとつ

として、資産を使用する営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・

フローが継続して（おおむね過去 2期）マイナスの場合があげられ

ており、この場合の「営業活動から生ずる損益」は、事業総損益を

事業別に分類した場合の損益に共通費を配賦した後の損益である。 

公社の平成 17 年度および平成 18 年度の事業損失は、それぞれ

208,344 千円、73,768 千円であり、公有地取得事業に帰属する固定

資産のみならず、他の事業及び全社共通に帰属する固定資産につい

ても販売費及び一般管理費等の共通費を配賦した後の損益は、継続

してマイナスとなり、「減損の兆候」に該当している可能性があ

る。 

平成 18 年度の貸借対照表に計上されている固定資産は有形固定

資産 35,001 千円及び無形固定資産 1,946 千円の合計 36,948 千円で

あり、公有地取得事業のほか、他の事業に帰属する固定資産及び事

業全体にかかる共用固定資産について回収可能性を検討し、回収可

能額が固定資産の帳簿価額を下回った場合には、減損損失を計上す

べきである。【結果】 
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（５）賞与引当金 

期末勤勉手当は、6月 1日及び 12 月 1 日（以下において「基準

日」という。）に、それぞれ在職する職員に対して、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、6月 30 日及び

12 月 10 日に支給する、とされている。 

したがって、平成 19 年 6 月 30 日に支給した期末勤勉手当 49,065

千円のうち、平成 18 年 12 月 1 日から平成 19 年 3 月 31 日までの期

間に相当する金額 32,710 千円は、平成 19 年 3 月期に発生した費用

であり、賞与引当金として計上する必要がある。【結果】 

三重県土地開

発公社 
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（４）有形固定資産の減価償却 
建物の減価償却費の計算における耐用年数について、料金徴収期

間である 30 年よりも長い 34 年または 35 年を採用している。これ

は、大蔵省令によるものである。 

 一般有料道路事業は、料金収入により管理費及び利息を賄いつ

つ、道路の建設に要した費用を返済していく制度である。また、建

物は管理事務所として使用されており、料金徴収期間満了後は使用

されない場合もある。したがって、耐用年数は最長でも料金徴収期

間と同じ 30 年であると考える。 

 また、料金徴収期間満了後は、料金徴収施設は解体撤去され、建

物についても管理事務所としては使用されず、解体撤去される可能

性がある。実際に、志摩開発有料道路第 2期事業においては解体撤

去され、14,650 千円の除却損が計上されている。したがって、料金

徴収期間内において除却損を見積り、引当金を計上することも検討

すべきである。【意見】 

三重県道路公

社 

10 
（３）退職給与引当金の引当不足 

平成 18 年度末における従業員全員が退職した場合の要支給額か

（財）伊勢湾

海洋スポーツ



ら中小企業退職金共済事業団退職金支給額を控除した金額を退職給

与引当金として引当計上する必要があるが、その計上不足額が約

10,000 千円ある。また、引当預金も退職給与引当金と同額であるこ

とから資金としても財団内部に留保されていない状況にある。 

計上不足の場合には、実際の退職者に対する退職金の支払時に費

用処理が行われることになり、将来における財団の費用負担が過大

になるおそれがあることから、退職給与引当金の不足分の積み増し

が必要である。【結果】 

センター 
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（４）寄付済みの財産 

 財団の固定資産のうち受水設備（水道管）については償却終了時

点において既に津市へ寄付しており平成 18 年度末現在において財

団に所有権はないが、当該資産が固定資産台帳に取得価額と減価償

却累計額が同額で計上されている。 

 簿価としては 0円であり、総資産に与える影響はないが、既に償

却が終了していることから、所有権のない資産を貸借対照表に計上

することは問題があるため、当該資産については固定資産台帳上か

ら削除すべきである。【結果】 

（財) 伊勢湾

海洋スポーツ

センター 
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（５） 現物寄付を受けた固定資産の簿外処理 

 平成 18 年度に現物寄付を受けた中古艇については、使用のため

に修理が必要であるとのことから、修理代金 30 万円の寄付を受け

た上で 18 年度中にその同額の修理を行っているが、資産計上され

ていない。 

 実在性の観点から、現物の寄付を受けた時点において、時価評価

を行った上で、固定資産として計上する必要がある。なお、中古艇

評価については業者による評価額を用いることには問題はないと考

えられる。【結果】 

(財) 伊勢湾海

洋スポーツセ

ンター 

13 

（１０）固費判定 

 浮桟橋について、現物と固定資産台帳を突合したところ、2件に

ついては、設置後において法定耐用年数が経過し、老朽化したた

め、改修を行ったものであり、修繕費に該当するものである。 

現在、桟橋を拡張し係留場を拡大し収入増加を目指している状況

にあるが、初期に取得した桟橋については老朽化が進んでいること

から、今後において改修が進んでいく可能性がある。その為、明ら

かに増築のもの以外については、修繕費とするか若しくは従前の計

上資産のうち撤去部分を特定して除却処理を行うかいずれかの会計

処理を行う必要がある。【結果】 

(財) 伊勢湾海

洋スポーツセ

ンター 

 


